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２－４　�千島列島東方の地震について（2006 年 11 月 15 日 Mj7.9 および 2007 年１月
13 日Mj8.2）
Earthquakes in Kuril Islands on 2006.11.15, Mj7.9 and 2007.1.13, Mj8.2

気象庁 地震予知情報課

気象庁 地震津波監視課

Earthquake Prediction Information Division, JMA

Earthquake and Tsunami Observations Division, JMA

千島列島東方で，2006 年 11 月 15 日 20 時 14 分に Mj7.9（最大震度２，USGS では Ms7.8）（第

77 巻「2006 年 11 月 15 日千島列島の地震について」の頁参照），2007 年 1 月 13 日 13 時 23 分に

Mj8.2（最大震度３，USGS では Ms8.2）の地震が発生した．発震機構（ハーバード大学による

CMT 解）は 11 月の地震が西北西－東南東方向に圧力軸を持つ逆断層型，1 月の地震が北北西－南

南東方向に張力軸を持つ正断層型であった（第 1 図）．

気象庁一元化震源では 2006 年以降の震央分布は一塊に見えるが，USGS 震源では東西に分かれ

た震央分布が見える（第 1 図）．同一のクラスタに対する検測結果により比較すると USGS 震源の

方が合理的と考えられる（第 2 図）．ハーバード大学による CMT 解をみると，西側に逆断層を示

す解，東側に正断層を示す解が分布している．USGS 震源の分布で地震活動の推移を見ると，まず

西側のクラスタで 2006 年 11 月 15 日の地震が発生し，その後東西両クラスタの活動が活発化，一

旦収まってきた後に，今度は東側のクラスタで 2007 年 1 月 13 日の地震が発生したと見られる（第

3 図，第 4 図）．2006 年 11 月 15 日の地震が 2007 年 1 月 13 日の地震に与えた影響（∆ CFF）を計

算すると，1 月の地震を促進するセンスとなる（第 5 図）．また，両地震の震源過程解析（Kikuchi 

and Kanamori のプログラム 1）使用）の結果，すべり領域はほぼ隣接する場所に求まり，2007 年 1

月 13 日の地震の方が狭い領域にすべりが集中したことがわかった（第 6 図，第 7 図）．さらに，震

源過程解析の結果，地震モーメント (Mo) と断層面積 (S) から算出される応力降下量を過去の大地

震（Kanamori & Anderson, 1975）2) と比較した結果，2006 年 11 月 15 日の地震はプレート境界型の

地震と同程度，2007 年 1 月 13 日の地震はプレート内型の地震と同程度の応力降下量を持つことが

わかった（第 8 図）．

これらのことから，まず海溝の北西側で 2006 年 11 月 15 日にプレート間地震が発生し，誘発さ

れる形で 2007 年 1 月 13 日に海溝の南東側でプレート内地震が発生したと解釈できる．

このように海溝軸を挟む形での地震活動は，1933 年三陸地震でも発生していたと考えられる（第

9 図）．1933 年三陸地震の本震は，海溝軸の外側（東側）で発生した正断層と考えられている点が

今回の地震とは異なるが，今回の両地震は「海溝型地震が発生した際には海溝軸を挟む両側で地震

活動が活発になるということがある」ことを示唆している．

ところでこれらの地震については，気象庁 M と津波の大きさについて逆相関がある．体積歪計

や STS1 のような広帯域の測器により観測された波形のスペクトルを比較すると，気象庁 M を算

出するために使用する短周期の帯域では 1 月の地震の方が大きい振幅を示すのに対し，長周期の帯

域では 11 月の地震の方が大きい振幅を示す（第 10 図）．実際，体積歪計の長周期の帯域を使って
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計算した Mw は，2006 年 11 月 15 日の地震が 8.2，2007 年 1 月 13 日の地震が 8.1 となり，1 月の

地震の Mw の方が小さく算出される（第 11 図）．また，震源過程解析から得られるパラメーター

を用いて津波のシミュレーションを行うと，11 月の地震については剛性率を 30GPs とした場合に

実際の津波の高さとほぼ合うが，1 月の地震については剛性率を 30GPa とした場合は実際の検潮記

録（第 12 図，第 13 図）よりも高くなり，70GPa とした場合は検潮記録とほぼ合うという結果が得

られる（第 14 図）．震源過程解析及び津波シミュレーションには誤差が含まれるため今後の精査が

必要だが，得られたパラメーターが正しいと仮定するならば，2007 年 1 月 13 日の地震は，剛性率

がやや高い場所で発生した地震であった可能性があると言える（第 15 図）．（参考：気象庁が津波

の数値計算を行う際は，剛性率一定で地殻変動を計算するが，津波のデータベースを検索する段階

において剛性率を考慮して M を変化させている．）

USGS による震源データを使って 1970 年以降の千島海溝沿いの地震活動の推移を見ると，静穏

な状態が続いた後に大地震が発生するケースが多く，今回もそのケースにあてはまることがわかる

（第 16 図）．択捉島沖では最近顕著な静穏化が見られることから，今後の推移が注目される（本巻

「2004 年後半からの択捉島沖の地震活動低下と比較的大きな地震前のクラスタ的活動」の頁参照）．

ウルップ島沖やカムチャッカ中部沖でも地震活動の静穏化が継続中である．

　本調査には，国土地理院，北海道大学，弘前大学，東北大学，東京大学，名古屋大学，京都大

学，高知大学，九州大学，鹿児島大学，独立行政法人防災科学技術研究所，独立行政法人海洋研究

開発機構，独立行政法人産業技術総合研究所，青森県，東京都，静岡県，神奈川県温泉地学研究所，

横浜市及び気象庁のデータを気象庁・文部科学省が協力して処理した結果を使用している．また，

USGS の震源データおよびハーバード大学の発震機構解を使用している．震源過程解析には IRIS-

DMC より取得した広帯域地震波形記録を用い，Kikuchi and Kanamori のプログラムを使用させてい

ただいた．検潮記録は，気象庁所属の検潮所のものの他，国土交通省，海上保安庁および NOAA

のものも使わせていただいた．記して感謝いたします．
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第 1 図　千島列島東方の地震について

   Fig.1     Earthquakes in Kuril Islands.
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第 2 図　千島列島東方の地震活動（震央分布について）

   Fig.2     Epicenter distributions by USGS and JMA data.
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第 3 図　2006 年 11 月 15 日千島列島東方の地震以降の地震活動

  Fig.3     Seismic activity in Kuril Islands after the earthquake (Mj7.8) on November 15, 2006.
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第 4 図　2007 年 1 月 13 日千島列島東方の地震（クラスタおよび活動期間毎の b 値の比較）

   Fig.4     Seismic activity and b-value after the earthquake (Mj8.2) on January 13, 2007.
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第 5 図　2006 年 11 月 15 日千島列島東方の地震が 2007 年 1 月 13 日の地震に与えた影響（∆ CFF）
  Fig.5     Delta CFF (Coulomb Failure Function) due to the earthquake on November 15, 2006 for the earthquake on January 13, 2007.
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気象庁作成第 6 図 (a)　千島列島東方の地震（2007.1.13，Mj8.2）の震源過程

  Fig.6(a)     Slip distribution of the earthquake in January estimated by teleseismic body-wave inversion.
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気象庁作成

第 6 図 (b)　つづき

    Fig.6(b)     Continued
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気象庁作成

第 7 図　千島列島東方の２つの地震の震源過程・モーメント開放領域

   Fig.7     Comparison of slip distribution of the two earthquakes occurred in November 2006 and January 2007.
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第 8 図　千島列島東方の２つの地震の地震モーメントと断層面積の関係

   Fig.8     Relation between seismic moments and fault areas of the earthquakes in Kuril Islands.
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第 9 図　1933 年三陸地震の余震（正断層型の余震と逆断層型の余震）

   Fig.9     Aftershock distribution of 1933 Sanriku Earthquake with normal and reverse fault type mechanisms.
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第 10 図　千島列島東方の地震の規模について

   Fig.10     Various magnitudes estimated for the two earthquakes in Kuril Islands.
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第 11 図　体積歪計の記録から推定される Mw（2007.1.13 の地震）

   Fig.11     Mw of the earthquake in January 2007 estimated by volume strain meters.
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第 12 図　津波について（2007.1.13 の地震）

   Fig.12     Tsunamis generated by the earthquake in January 2007.
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第 13 図　津波の観測値の比較

   Fig.13     Comparison of Tsunamis generated by the two earthquakes in Kuril Islands.
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第 14 図　津波シミュレーション結果と検潮記録

   Fig.14     Comparison of simulated and observed Tsunamis.



－
8
4
－

－84－

00

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第 15 図　断層モデルおよび津波の特徴

   Fig.15     Fault models and characteristics of Tsunamis.
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第 16 図　千島海溝沿いの地震活動（USGS 震源による活動の推移）

   Fig.16     Seismic activity along Kuril Islands by USGS data.
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